
 
 

交付申請時の提出書類（共同（リース）申請） 

No 提出書類 確認事項 

チ

ェ

ッ

ク  

欄 

備考 

１ 

第１号様式その

２ 

「助成金交付申

請書（個人・法人

用）」 

 ☐  

２ 

【個人】 

機器使用者 

本人確認書類 

・ 以 下 の 書 類 の う ち い ず れ か

一つの写しであること 

①運転免許証 

②健康保険証（後期高齢者医療

被保険者証） 

③住民基本台帳カード 

④日本国パスポート 

⑤外国人登録証明書、在留カー

ド、又は特別永住者証明書 

⑥身体障がい者手帳 

⑦療育手帳 

⑧精神障がい者保健福祉手帳 

⑨運転経歴証明書 

⑩ マ イ ナ ン バ ー 個 人 番 号 カ ー

ド 

⑪ 住 民 票 も し く は 印 鑑 証 明 書

（ 申 請 受 付 か ら ６ か 月 以 内

に発行されたもの） 

  

 

☐ 

使用者が個人の場合に

提出が必要 

 

※有効期限内であるこ

と 

※記載内容がはっきり

と確認でき るもので

あること 

※現住所・氏名の記載

があるもの 

※氏名と住所が記載さ

れた面（ページ）が分

か れ て い る 場 合 

は、両方の 面（ペー

ジ）の写しが必要 

※マイナンバー個人番

号カードの 裏面は不

要 

※健康保険証の保険者

番号、記号・番号、二

次元バーコ ードはマ

ス キ ン グ す る こ と

（付箋等で 隠すまた

は黒塗り） 

※日本で発行されたも



 
 

のであること 

３ 

【法人】 

機器使用者 

実在証明書類 

・ 以 下 の う ち い ず れ か 一 つ の

書類の写しであること  

①商業登記の現在事項証明書 

②商業登記の履歴事項証明書 

③法人印の印鑑登録証明書 

☐ 

使用者が法人の場合に

提出が必要 

 

※６か月以内に発行さ

れたものであること 

４ 

【 リ ー ス 事 業

者】 

機器所有者 

実在証明書類 

・ 以 下 の う ち い ず れ か 一 つ の

書類の写しであること  

①商業登記の現在事項証明書 

②商業登記の履歴事項証明書 

③法人印の印鑑登録証明書 

☐ 

使用者が法人の場合に

提出が必要 

 

※６か月以内に発行さ

れたものであること 

５ 
リース契約関連

書類 

・ 以 下 の 書 類 の 写 し で あ る こ

と  

①リース申込書 

②リース料金の見積書 

☐ 

②において、リース料

金から交付申請予定額

相当以上が減額されて

いること。 

６ 
設置予定機器の

見積書（写し） 

・ 下 記 項 目 が 記 載 さ れ て い る

見積書であること。 

① 見 積 書 に 発 行 者 （ 販 売 事 業

者）の捺印があること 

② 対 象 機 器 設 置 場 所 住 所 が 明

記されていること 

③「宛先（注文者）」に助成申

請 者 の 宛 名 が 記 載 さ れ て い

ること 

④ 対 象 機 器 等 の 型 番 が 正 確 に

記載されていること 

⑤対象機器等の金額（機器費及

び工事費、消費税、諸経費含

まず）が明確に記載されてい

ること 

☐ 

左記が記載されている

見積書の提出ができな

い場合は、公社の指定

様式を作成し社判を押

印のうえ、提出してく

ださい。 

６ 
建物の登記事項

証明書（写し） 

現在事項もしくは全部事項証

明 書 の 表 題 部 に あ る 種 類 に

「居宅」が含まれていること 

※助成対象例：「居宅・店舗」

「居宅・事務所」「居宅・車

庫」など。上記以外の種類に

☐ 

※申請受付から６か月

以内に取得したもの 

※新築住宅の場合は実

績報告時に提出 

※法務局の公印がある

もの。（登記情報提供



 
 

おきましては別途お問合せく

ださい。  

サービスで取り寄せた

ものは不可） 

7 

国等の補助金交

付申請書、交付

決定通知書もし

くは額確定通知 

・ 国 等 の 補 助 金 と 併 給 す る 場

合、当該補助（予定）額が記載

されている書類の写し。 

☐ 

オンライン申請等で申

請書等がない場合は補

助（予定）額が表示さ

れている画面キャプチ

ャでもよい。ただし氏

名等で東京都への申請

者であることが分から

なければならない。 

8 

その他公社が審

査に必要と認め

る書類 

 

  

 


